
8 Report  Sumisei  2013

　私たち住友生命グループ（住友生命およびその子会社）は、保険事業およびその関連事業の

健全な運営と発展を通じて豊かで明るい長寿社会の実現に貢献します。

　この理念のもと、住友生命グループ各社および役職員が高い倫理観を持って実践していく指針

として「住友生命グループ行動憲章」を定めてこれを遵守し、お客さまや社会から最も信頼・支持

され、持続的・安定的に成長する会社を目指します。

当社は、住友生命およびグループ各社の役職員一人ひとりが経営方針を行動レベルで実践してい

くための行動規範として、「住友生命グループ行動憲章」を定めています。

住友生命グループ行動憲章

1．基本姿勢
お客さまからの信頼をあらゆる活動の起点とし、保険事
業およびその関連事業の健全な運営を通じて、一人ひと
りに最適なサービスを提供します。また、保険契約の内
容や重要事項について正確で分かりやすい説明を行い
ます。
代理店や取引先などのビジネスパートナーの信頼・支
持を得て、ともに社会的責任を果たします。
従業員一人ひとりが誇りと自信をもっていきいきと働き
続けられる会社づくりに取り組み、自由闊達でチャレン
ジ意欲にあふれる組織風土を大切にします。
社会の一員としての役割と責任を認識し、健康で心豊
かな社会づくりと地域社会・国際社会の発展に貢献し
ます。
健康な暮らしを支えるため、事業活動において常に地
球環境への影響に配慮し、その保護に積極的に取り
組みます。

2．経営の健全性・透明性
常に社会環境の変化を踏まえながら、お客さまの声をはじ
めとする社内外からのご意見・ご要望を事業活動に積極
的に反映するとともに、企業情報を適切に開示して、経営
の健全性および透明性の向上に努めます。

3．コンプライアンスおよびリスク管理
法令や社内規定を遵守し、社会規範も踏まえた公正か
つ誠実な事業活動を遂行します。
法令や社内規定に違反する行為が行われたこと、また
は行われようとしていることを知った場合は、所属長も
しくは本社の担当部門または本社の通報窓口に報告
します。
リスクに対する感度を高め、その発見および未然防止
ならびに適切な対応に努めます。

４．情報の厳正管理
業務上知り得たお客さま情報をはじめとする重要情報は、
業務遂行に必要かつ定められた目的の範囲内で適切に取
り扱い、退職後も含め、社外に漏洩しないよう厳正に管理
します。

5．利益相反による弊害防止
住友生命グループとお客さまの間、またお客さま同士の間
などの利益相反によって、お客さまの利益が不当に害され
ることがないよう、努めます。また、住友生命グループの役
職員として、自己または第三者の利益のために、お客さま
および住友生命グループに損害を与える行為や信用を損
なうような行為は行いません。

6．人権の尊重・良好な職場環境の確保
人権を尊重し、不当な差別は行いません。また、セクシュア
ルハラスメントやパワーハラスメントなど、職場環境を悪化
させるような行為は行いません。なお、職場でこうした行為
が行われていることを知った場合は、迅速かつ適切に対処
します。

7．反社会的勢力への対応
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に
対しては、断固たる態度で組織的に対応することにより、
同勢力との関係を遮断し排除します。

8．教育・研鑽
より高度で適切なサービスや情報を積極的に提供できるよ
う、教育・研鑽により知識およびマナーの向上に努めます。

9．健全な社会生活
公共性の高い事業に携わっていることを自覚し、健全な社
会生活を維持するよう努めます。また、住友生命グループ
の信用を損なうような行為は厳につつしみます。
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平成２４年度決算の概況

項　　目 平成24年度
経常収益
経常利益
基礎利益
当期純剰余
基金の総額（注1）
総資産
　うち特別勘定資産
責任準備金残高
貸付金残高
有価証券残高

ソルベンシー・マージン比率（注2）

剰余金処分対象額に占める
社員配当準備金等の積立割合（注3）
従業員数
社員数（契約者数）（注4）
保有契約高（注5）
　　　個人保険
　　　個人年金保険
　　　団体保険
団体年金保険保有契約高（注6）

4,138,150
228,316
426,184
113,222
639,000

26,464,107
3,078,182
22,914,837
2,663,423
21,615,840

832.8%

99.8％

42,098名
6,850,286名
143,412,390
97,487,676
13,618,171
32,306,542
2,624,801

平成23年度
3,338,428
204,057
331,819
109,956
539,000

23,963,043
3,010,983
21,686,794
2,887,447
18,843,387

708.6%

100.1％

42,953名
6,931,576名
148,549,597
102,731,692
13,446,916
32,370,988
2,463,043

平成20年度 平成21年度 平成22年度
4,026,050
155,786
386,817
108,616
369,000

23,018,316
3,276,905
20,369,636
3,443,887
17,116,912

955.1％

99.9％

45,281名
7,155,151名
162,918,990
116,114,618
13,320,273
33,484,098
2,528,329

3,647,344
155,321
265,230
110,322
439,000

23,736,871
3,087,203
21,147,790
3,171,361
18,068,631
1,002.2％
（636.5％）

97.0％

42,366名
7,046,316名
154,988,290
109,125,950
13,298,245
32,564,094
2,430,296

3,604,842
103,738
148,562
106,408
369,000

22,609,749
2,612,125
19,287,447
3,869,177
15,792,810

837.2％

77.5％

44,546名
7,255,703名
170,884,334
124,088,951
12,892,684
33,902,697
2,451,770

＜直近5事業年度における主要な業務の状況を示す指標＞ （単位：百万円）

（注1）基金の総額には、基金償却積立金を含んでいます。   
（注2）平成22年内閣府令第23号、平成22年金融庁告示第48号により、ソルベンシー・マージン総額及びリスクの合計額の算出基準について一部変更（マージン算入の厳格

化、リスク計測の厳格化・精緻化等）がなされています。そのため、平成20～22年度、平成23～24年度はそれぞれ異なる基準によって算出されております。なお、平成22
年度末の（　）は、平成23年度における基準を平成22年度末に適用したと仮定し、平成23年3月期に開示した数値です。   

（注3）剰余金処分対象額に占める社員配当準備金等の積立割合とは、保険業法施行規則第30条の4の規定により計算した金額に占める社員配当準備金及び社員配当平衡
積立金に積み立てる金額の合計額の割合です。   

（注4）相互会社における社員とは、保険契約者のことです（剰余金の分配のない保険にのみご加入の契約者を除く）。   
（注5）保有契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約高の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金

原資と年金支払い開始後契約の責任準備金を合計したものです。   
（注6）団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。   
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ご契約の概況

収益の状況

ストック・健全性の状況

資産運用の状況（一般勘定）

安定した収益力と十分な健全性によって、

さらなる信頼の獲得を目指します。
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平成 24 年 度 の 業績


